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第１章 計画の基本的事項 



2 

１ 計画策定の趣旨                     
 

 本市では、市域から排出される温室効果ガスの量を削減することを目的として、

平成２０年３月に新座市地球温暖化対策地域推進計画（以下「第１次計画」とい

う。）を策定し、この計画に基づき、市民、事業者及び市の三者がそれぞれの立場

で省エネルギーへの取組などの温室効果ガス排出量の削減に向けた取組を進めてま

いりました。 

こうした中、この計画の推進期間が平成２４年度をもって満了となることから、

地球温暖化に関する取組の更なる充実に向け、この度「第２次新座市地球温暖化対

策地域推進計画」を策定するものです。 

 

 

２ 計画の推進期間                     
 

この計画では、平成２５年度（２０１３年度）から平成３２年度（２０２０年

度）までの８年間を計画の推進期間とします。 
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３ 他の計画との関係                    
 

 この計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律第２０条第２項の規定に基づき

策定するものであり、市域の自然的社会的条件に応じた温室効果ガスの排出の抑制

等のための総合的かつ計画的な施策を定めるものです。 

 

 

 

 

 
 

新座市基本構想総合振興計画 

 
新座市環境基本条例 

新座市の関連計画 

・新座市緑の基本計画 

・新座市一般廃棄物処理基本計画 

・新座市都市計画マスタープラン 

など 

新座市環境基本計画 

 
新座市地球温暖化対策実行計画 

 
新座市環境マネジメントシステム 

 
新座市地球温暖化対策地域推進計画 

 
環境基本法 

 市民一人当たりの温室効果ガス排出量の削減目標及びその達成に向

けた市民、事業者及び市の三者の取組を定めています。  

 市の事務・事業の実施に伴う温室効果ガス排出量の削減目標及びそ

の達成に向けた取組を定めています。  

 市の環境方針の達成に向け、環境負荷の低減を図るための体制や手

順などの仕組みのことをいいます。  

相互関連 
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４ 温室効果ガスの種類と削減目標              
 

この計画の対象となる温室効果ガスは、地球温暖化対策の推進に関する法律及び

京都議定書で対象としている、二酸化炭素（ＣＯ２）、メタン（ＣＨ４）、一酸化

二窒素（Ｎ２Ｏ）、ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）、パーフルオロカーボン

（ＰＦＣ）、六フッ化硫黄（ＳＦ６）の６種類とします。 

 国が示した目標値を勘案した上で、将来の人口の変化等にも対応できるよう、平

成２年度（１９９０年度）を基準年度とし、平成３２年度（２０２０年度）におけ

る市民一人当たりの温室効果ガス排出量（市域から排出される全ての温室効果ガス

排出量を本市の人口で割ったもの）を２５％以上削減すること（※）を目標としま

す。 

 

※ 東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故発生を受けたエネルギー政策の

見直し等に伴い、今後、国の削減目標が見直された場合は、これに合わせて見

直します。  
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【目標】  
  第１次計画で定めた目標「平成２４年度（２０１２年度）の市民一人当たりの

温室効果ガス排出量を平成２年度（１９９０年度）と比べて６％以上削減す

る。」は、現在のところ達成できる見込みとなっています。 

  なお、第１次計画では、目標の達成状況等を評価するために、独自の手法で温

室効果ガス排出量を推計していましたが、本計画では、埼玉県が県内全市町村に

ついて同県と同一の算定方法を使用することを原則として推計したものを利用し

ます（４７ページ以降参照）。 

＜目  標＞ 
 

市民一人当たりの温室効果ガス排出量を２５％以上削減する。 
 

平成２年度（１９９０年度）      平成３２年度（２０２０年度） 
 

２０％  ２５％  

（kg-CO2） 市民一人当たりの温室効果ガス排出量 

（年度） 
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５ 計画の推進主体                     
 

 地球温暖化問題は、全ての人の日常生活や事業活動と深く結び付いており、市民、

事業者及び市がそれぞれの立場でできることに積極的に取り組む必要があります。 

 このため、計画の推進主体を市民、事業者及び市の三者と定め、市民及び事業者

の自発的及び主体的な行動を促すとともに、三者による協働を進めていきます。 

 

⑴ 市民の役割 

市民は、日常生活と温室効果ガスの排出との間に深い関わりがあることを認

識し、家庭、学校、地域などの身近な場で日常生活でできる省資源・省エネル

ギーの行動を進めるなど、低炭素型ライフスタイルへの転換を図ります。 

 

⑵ 事業者の役割 

事業者は、自らの事業活動に伴う温室効果ガス排出量の削減を図るととも

に、物の製造、輸送、販売等の過程における環境への負荷を低減し、事業そ

のものを環境配慮型へと移行させていきます。 

 

⑶ 市の役割 

市は、地球温暖化防止に関する総合的かつ計画的な施策を推進し、その取

組状況の進行管理を行います。 

また、市民や事業者と地球温暖化の防止に関する情報を共有するとともに、

地域の一事業者として率先して節電などの地球温暖化対策に取り組みます。 
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６ 計画の進行管理                     
 

計画の実行性を高めるため、以下のとおり、「ＰＤＣＡサイクル」を活用した進

行管理を行っていきます。ＰＬＡＮ(計画)、ＤＯ（実施）、ＣＨＥＣＫ(点検・評

価)及びＡＣＴＩＯＮ(見直し)を繰り返し行うことで、計画をより良いものとして

いきます。 

 

●ＰＤＣＡサイクルを活用した進行管理 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【PLAN（計画）】 
 社会情勢の変化等に合わせて、適宜、計画の内容や目標の見直

しを行う。  

【DO（実施）】 
 市民、事業者及び市の三者がそれぞれの立場で各種の取組を展

開するとともに、三者による協働を進める。 

【ACTION（見直し）】 

 市民や事業者、環境審議会及び庁内総合環境政策推進会議から

の提言に基づき、計画の内容や目標の見直しを行う。 

【CHECK（点検・評価）】 

 温室効果ガスの排出量などの把握・評価を行い、環境基本計画

の年次報告書を用いてこれを公表する。 

 市民や事業者、環境審議会及び庁内総合環境政策推進会議から

提言を受ける。 
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１ 地球温暖化問題                     
 

⑴ 地球温暖化とは 

地球の表面は、窒素、酸素等の大気に覆われており、この大気が太陽光に 

よって暖められ、熱エネルギー（赤外線）が宇宙に出ていくことによって冷や

されています。 

 現在、地球の平均気温は私たちの暮らしやすい約１４℃に保たれています

が、もし大気中に水蒸気、二酸化炭素、メタン等の温室効果ガスがなければ、

マイナス１９℃程度に低下してしまいます。これは、温室効果ガスには太陽

により暖められた地面の熱が、地表から宇宙へ放出されるのを防ぐ役割があ

るためです。 

 産業革命以降、化石燃料の使用量が飛躍的に増加したことによって、私た

ちは大量の二酸化炭素等の温室効果ガスを排出するようになりました。 

 その結果、大気の保温機能が高まり、地球の平均気温の上昇をもたらしま

した。この現象を地球温暖化といいます。 

 平成１９年（２００７年）に公表された「気候変動に関する政府間パネル

（ＩＰＣＣ）第４次評価報告書」によると、過去１００年間（１９０６年～ 

２００５年）で世界の平均気温は約０．７４℃上昇しています。これは、平

成１３年（２００１年）に発表されたＩＰＣＣ第３次評価報告書で示されて

いた１００年間（１９０１年～２０００年）の約０．６℃の上昇傾向よりも

大きくなっています。 

また、気象庁によると、日本の平均気温は、１００年当たり約１．１５℃

の割合で上昇しており、特に１９９０年代以降、高温となる年が頻出してい

ます。 

資料：全国地球温暖化防止活動推進センターＨＰ 
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 資料：２０１１年(平成２３年）の世界と日本の年平均気温について（確定）

（気象庁、平成２４年２月１日） 

 注） 細線は各年の平均気温の基準値からの偏差、太線は偏差の５年移動平均、 

  直線は長期的な変化傾向（トレンド）を示す。基準値は、１９８１年～ 

  ２０１０年の３０年平均値です。 
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⑵ 地球温暖化がもたらす影響 

 世界各地において、地球温暖化の影響が現れていることが指摘されています。

具体例としては、最も気温上昇の大きい北極圏では海氷の縮小や永久凍土の融

解が進み、生物は温度の変化に敏感に反応して、北半球では北極の方向へ、山

地では標高の高い方へと移動を始めています。 

 ２１世紀に入ってからは、熱波や台風、洪水・干ばつなどの激化によって、

人間生活や農業に大きな影響が出ています。一つ一つの自然災害と温暖化との

関係の有無は確定できないものの、災害の発生頻度と被害は増加しています。 

 日本においては、河川・湖沼等の水温の上昇及び水質の変化、高山植物群落

の減尐、熱中症患者の増加等の影響が出ています。 

 
 

 

資料：温暖化の観測・予測及び影響評価レポート「日本の気候変動とその影響」 

   （文部科学省、気象庁、環境省、平成２１年９月） 
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２ 国際的な動向                      
 

世界各国における地球温暖化対策の取組は、平成４年（１９９２年）にブラジ

ル連邦共和国のリオ・デ・ジャネイロで開催された環境と開発に関する国際連合会

議（地球サミット）において「気候変動に関する国際連合枠組条約（以下「気候変

動枠組条約」という。）」が採択されたことを契機に本格化し始めました。 

平成９年（１９９７年）１２月に京都府京都市で開催された気候変動枠組条約

第３回締結国会議（ＣＯＰ３）において、先進国における温室効果ガスの排出削減

目標等を定めた「京都議定書」が採択され、平成１７年（２００５年）に発効され

ました。この議定書に批准した先進国は、平成２０年（２００８年）から平成２４

年（２０１２年）までの第一約束期間中に平成２年（１９９０年）比で尐なくとも

５％の温室効果ガス排出量の削減が義務付けられました。 

近年では、平成２４年（２０１２年）にカタール国のドーハで開催された気候

変動枠組条約第１８回締結国会議（ＣＯＰ１８）において、平成２４年（２０１２

年）末に終了する京都議定書の第一約束期間を引き継ぎ、第二約束期間（我が国は

不参加）を平成３２年（２０２０年）までとすることや、平成３２年（２０２０

年）以降の全ての国が参加する新しい国際枠組みの構築に向けた道筋が決定されま

した。 

 

 資料：環境省ＨＰ 
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資料：ＳＴＯＰ ＴＨＥ 温暖化 ２０１２（環境省地球環境局） 

京都議定書における各国の約束値と温室効果ガス排出状況（２００９年） 
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３ 我が国の動向                      
 

我が国は、平成２０年（２００８年）から平成２４年（２０１２年）までの間で

基準年である平成２年（１９９０年）と比較し、温室効果ガスの排出量を６％以上

削減するという京都議定書の目標の達成に向けて、平成１７年（２００５年）４月

に京都議定書目標達成計画を制定し、地球温暖化対策を推進してきました。 

平成２０年（２００８年）６月、我が国は平成６２年（２０５０年）までの温

室効果ガス排出量を現状から６０％～８０％削減する考えを明確にしました。その

後の平成２０年（２００８年）７月には、長期目標の実現のための具体的な施策が

盛り込まれた「低炭素社会づくり行動計画」が閣議決定されました。 

この行動計画では、我が国の長期目標を改めて明確化するとともに、革新的技

術開発と既存先進技術の普及、国全体を低炭素化へ動かす仕組み、地方や国民の取

組の支援に係る具体的な施策が提示されました。 

 また、平成２１年（２００９年）９月にアメリカ合衆国のニューヨークで開かれ

た国連気候変動サミットでは、我が国は京都議定書に続く新たな地球温暖化対策の

国際枠組みの構築を前提として、平成３２年（２０２０年）までに平成２年（１９９０

年）と比較し、温室効果ガスの排出量を２５％削減するという中期目標を表明しま

した。 

 

資料：ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２０５０（埼玉県温暖化対策課） 
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４ 本市の地球温暖化に関する計画の策定状況         
 

本市の事務・事業の実施に伴う温室効果ガスの排出量を削減するため、エネル

ギーの有効利用などの取組を定めた新座市地球温暖化対策実行計画を平成１７年

（２００５年）１１月に（平成２３年３月に第２次計画を策定）、また、市域から

排出される温室効果ガスの削減に向け、市民、事業者及び市の三者それぞれの取組

を定めた新座市地球温暖化対策地域推進計画を平成２０年（２００８年）３月に策

定しました。 

 さらに、環境の保全等に関する長期的な目標、総合的な施策の大綱について定め

た第２次環境基本計画を平成２３年（２０１１年）３月に策定したところであり、

地球温暖化の防止については、この計画の主要な施策として位置付けています。 
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第３章 本市の現況 
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１ 特性                          
 

新座市は、埼玉県の最南端にあり、東京都心から２５km 圏内に位置し、総面積

約２２．８km２を有しています。市域の多くが野火止台地と呼ばれる平坦部にあり

ますが、柳瀬川や黒目川周辺の低地部分が市の北部と南部に細長く分布し、起伏に

富んだ地形を形成しています。 

昭和４０年代に首都近郊のベッドタウンとして急速に人口が増加し、主に市の北

部と南部を通る東武東上線と西武池袋線の駅周辺部を中心として市街化が進みまし

た。しかしながら、いまだ市中央部には多くの緑が残されており、これらの豊かな

自然環境が市の最大の魅力となり、特徴的な景観をつくり出しています。 
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２ 人口                          
 

昭和初期から戦後間もなくまでは、大和田地区や野火止地区などの旧川越街道

（県道新座和光線）沿いや志木街道（県道さいたま東村山線）沿いにまとまった集

落が見られたほかは、片山地区一帯に集落が点在している程度でした。しかし、昭

和３５年（１９６０年）以降は、高度経済成長と相まって著しく人口が増加しまし

た。昭和４５年（１９７０年）１１月の市制施行後も人口は増加し続け、昭和４９

年（１９７４年）には１０万人を突破しました。昭和５０年（１９７５年）以降に

は人口の増加は緩やかになり、平成２４年（２０１２年）１０月１日現在では 

１６１，６１７人となっています。 

第４次新座市基本構想総合振興計画において、本市の将来人口は、平成２７年

（２０１５年）には１６４，０００人、平成３２年（２０２０年）には１６５，０００

人になると推計しています。 
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人口・世帯数の推移 

（年） 

資料：統計にいざ（新座市） 
 
注） 住民基本台帳人口と外国人登録人口の合計による実績値（各年１０月１日現在） 
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３ 気候                          
 

本市は、太平洋側気候の地域にあり、夏は南東からの季節風の影響を受けるため、

高温で降雨量が多く、冬は北西からの季節風の影響を受け、山越しに冷たく乾いた

風が吹くため、空気が乾燥し、晴天の日が多いという特徴があります。 

平均気温は、昭和４６年（１９７１年）から平成２３年（２０１１年）までの 

４０年間で約２℃上昇しており、日本平均の上昇ペースを上回っています。また、

最高気温及び最低気温は、更に上昇率が大きく、同一期間で最高気温は約３℃、最

低気温は約５℃上昇しています。本市においては、地球温暖化とともに、ヒートア

イランド現象がもたらす気温上昇が加わっていることが考えられ、特に夜間から明

け方にかけては、大気が安定して地表付近に熱がたまるため、ヒートアイランド現

象の影響を受けやすく、最低気温が大きく上昇していると考えられます。ヒートア

イランド現象は、人工排熱の増加、地表面被覆の人工化、都市形態の高密度化など

が主な原因となっています。 
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平均気温の推移 

（年） 

資料：統計にいざ（新座市）  
 
注） 埼玉県南西部消防本部朝霞消防署（埼玉県朝霞市）の屋上で測

定したもの。点は各年の値、直線は長期変化傾向を示す。  
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最低気温の推移 
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資料：統計にいざ（新座市）  
 
注） 埼玉県南西部消防本部朝霞消防署（埼玉県朝霞市）の屋上で測

定したもの。点は各年の値、直線は長期変化傾向を示す。  
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第４章 温室効果ガス排出量の現状 
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１ 本市における市民一人当たりの温室効果ガス排出量     
 

市民一人当たりの温室効果ガス排出量（市域から排出される全ての温室効果ガス

排出量を本市の人口で割ったもの）は、平成２年度（１９９０年度）から平成１７

年度（２００５年度）までの間に大きな変動はありませんでしたが、平成２１年度

（２００９年度）には大幅に減尐しており、第１次計画で定めた目標である「平成

２４年度（２０１２年度）の市民一人当たりの温室効果ガス排出量を平成２年度

（１９９０年度）と比べて６％以上削減する。」は、現在のところ達成できる見込

みとなっています。 

これは、平成２年度（１９９０年度）以降、民生部門と運輸部門における二酸化

炭素排出量は増加傾向にありましたが、産業部門における二酸化炭素排出量の減尐

がこれを上回ったことによるものです（２６ページ参照）。 

年度 
平成 2 

（1990） 

平成 12 

（2000） 

平成 17 

（2005） 

平成 21 

（2009） 

市民一人当たりの温室効果ガス排出量 

（単位：ｋｇ－ＣＯ２） 
5,264 5,242 5,458 4,212 

本市における温室効果ガス排出量 

（単位：千ｔ－ＣＯ２） 
722.8 784.2 835.8 668.7 

人口（単位：人。各年１０月１日現在） 137,317  149,592  153,135  158,761  

 

 市民一人当たりの温室効果ガス排出量 

（年度） 

資料：１ 埼玉県市町村温室効果ガス排出量推計報告書（埼玉県温暖化対策課、埼玉県 

    環境科学国際センター、平成２４年７月） 

   ２ 統計にいざ（新座市） 
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２ 本市における温室効果ガスの種類別排出量         
 

 地球温暖化対策の推進に関する法律及び京都議定書で対象としている温室効果ガ 

スは、二酸化炭素（ＣＯ２）、メタン（ＣＨ４）、一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）、ハイド 

ロフルオロカーボン（ＨＦＣ）、パーフルオロカーボン（ＰＦＣ）、六フッ化硫黄 

（ＳＦ６）の６種類ですが、平成２１年度（２００９年度）に市域から排出された 

温室効果ガスの量のうち二酸化炭素（ＣＯ２）は全体の９６％であり、その他の温 

室効果ガスと比べて非常に大きな割合を占めています。 

単位：千ｔ－ＣＯ２ 

年度 
平成 2 

（1990） 

平成 12 

（2000） 

平成 17 

（2005） 

平成 21 

（2009） 

二酸化炭素（ＣＯ２） 712.4 752.2 807.2 643.2 

メタン（ＣＨ４） 1.4 0.6 0.5 0.4 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） 9.0 8.3 6.9 6.8 

ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ） - 6.8 9.4 15.1 

パーフルオロカーボン（ＰＦＣ） - 9.3 7.1 2.0 

六フッ化硫黄（ＳＦ６） - 7.0 4.6 1.2 

合計 722.8 784.2 835.8 668.7 

 

 

 

ＣＯ２

96.2%

ＣＨ４

0.1%

Ｎ２Ｏ

1.0%

ＨＦＣ

2.2% ＰＦＣ

0.3%
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温室効果ガス割合（平成２１年度）

 

温室効果ガスの種類別排出量の割合 

（平成２１年度） 

資料：埼玉県市町村温室効果ガス排出量推計報告書（埼玉県温暖化対策課、埼玉県環境

科学国際センター、平成２４年７月） 

 

資料：埼玉県市町村温室効果ガス排出量推計報告書（埼玉県温暖化対策課、埼玉県環境

科学国際センター、平成２４年７月） 
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３ 本市における二酸化炭素の部門別排出量          
 

市域から排出される温室効果ガス排出量の大半を占める二酸化炭素について、平

成２年度（１９９０年度）と平成２１年度（２００９年度）を比較すると、民生部

門（家庭系）が増加傾向にある一方、産業部門が大きく減尐していることが分かり

ます。 

 

単位：千ｔ－ＣＯ２ 

部門 
平成 2 

（1990） 

平成 12 

（2000） 

平成 17 

（2005） 

平成 21 

（2009） 

産業部門 316.7 248.5 293.8 150.4 

 農林業 1.4 1.4 1.5 1.0 

 鉱業 0.0 0.0 0.0 0.0 

 建設業 13.6 14.2 14.5 17.4 

 製造業 301.7 232.9 277.7 132.0 

民生部門 203.9 255.6 295.0 282.2 

 家庭系 123.5 148.9 168.2 174.7 

 業務系 80.4 106.7 126.8 107.4 

運輸部門 168.8 230.8 203.2 195.2 

 自動車 164.6 226.4 197.7 189.4 

 鉄道 4.2 4.4 5.4 5.8 

廃棄物部門 23.1 17.3 15.3 15.4 

 一般廃棄物 9.6 9.6 11.0 9.7 

 産業廃棄物 13.5 7.7 4.3 5.8 

工業プロセス 0.0 0.0 0.0 0.0 

合計 712.4 752.2 807.2 643.2 

資料：埼玉県市町村温室効果ガス排出量推計報告書（埼玉県温暖化対策課、埼玉県環境科

学国際センター、平成２４年７月） 
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 ・産業部門 

  製造業（工場）、農林水産業、鉱業、建設業におけるエネルギー消費に伴い排出されるもので 

 ある。 

 ・民生部門 

＜家庭系＞ 

 家庭におけるエネルギー消費に伴い排出されるものである。 

 自家用自動車からの排出は、運輸部門で計上している。 

＜業務系＞ 

 事務所・ビル、商業・サービス業施設のほか、他のいずれの最終エネルギー消費部門にも

帰属しないエネルギー消費に伴い排出されるものである。 

 ・運輸部門 

自動車、船舶、航空機、鉄道におけるエネルギー消費に伴い排出されるものである。   

自動車は、自家用のものも含む。 

 ・廃棄物部門 

廃棄物焼却場における化石燃料由来のプラスチック、廃油の焼却等に伴い排出されるもので

ある。  

 ・工業プロセス部門 

セメント製造工程における石灰石の焼成による排出等、工業材料の化学変化に伴い排出され

るものである。 

二酸化炭素の部門別排出量の割合 

（平成２１年度） 
二酸化炭素の部門別排出量の推移 

（年度） 

資料：埼玉県市町村温室効果ガス排出量推計報告書（埼玉県温暖化対策課、埼玉県環境

科学国際センター、平成２４年７月） 
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４ 国内及び埼玉県内の温室効果ガス排出量          
 

 平成２１年度（２００９年度）における温室効果ガス排出量は、京都議定書で基

準としている平成２年度（１９９０年度）と比べて、国全体では４．３％、埼玉県

では６．４％減尐しています。 
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資料：日本の温室効果ガス排出量データ（１９９０～２０１０年度）確定値（独立行 

   政法人国立環境研究所地球環境研究センター温室効果ガスインベントリオフィ  

   ス（ＧＩＯ）、平成２４年４月） 

資料：埼玉県市町村温室効果ガス排出量推計報告書（埼玉県温暖化対策課、埼玉県環境

科学国際センター、平成２４年７月） 
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５ 一人当たりの温室効果ガス排出量             
 

 本市における市民一人当たりの温室効果ガス排出量は、全国平均の半分程度で推

移しており、埼玉県の平均と比べても尐ない状況にあります。 
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資料：１ 日本の温室効果ガス排出量データ（１９９０～２０１０年度）確定値（独 

    立行政法人国立環境研究所地球環境研究センター温室効果ガスインベントリ  

    オフィス（ＧＩＯ）、平成２４年４月）  

   ２ 埼玉県市町村温室効果ガス排出量推計報告書（埼玉県温暖化対策課、埼玉 

    県環境科学国際センター、平成２４年７月） 

   ３ 人口推計（総務省統計局） 

   ４ 統計にいざ（新座市） 
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６ 県内市町村の温室効果ガス排出量             
 

 平成２１年度（２００９年度）における埼玉県内６３市町村の温室効果ガス排出

量を比較すると、全温室効果ガス排出量については、本市は県内で２０番目となり、

一人当たりの温室効果ガス排出量については、本市は県内で５１番目となります。 
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県内市町村の一人当たりの温室効果ガス排出量（平成21年度）
（kg-CO2）

 

 

県内市町村の全温室効果ガス排出量（平成２１年度） 

県内市町村の一人当たりの温室効果ガス排出量（平成２１年度） 

６３市町村のうち２０番目  

６３市町村のうち５１番目  

資料：１ 埼玉県市町村温室効果ガス排出量推計報告書（埼玉県温暖化対策課、埼玉県 

    環境科学国際センター、平成２４年７月） 

   ２ 埼玉県推計人口（埼玉県総務部統計課） 
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第５章 温室効果ガス排出量の削減 

に向けた取組 
 



32 

１ エコライフの推進                     
 
  地元で採れた農産物を購入したり、環

境への負荷が尐ない製品を購入したり、

二酸化炭素を吸収する植物を植えたりす

るなど、地球環境への負担が尐ない生活

や事業活動を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民 

◇地元で採れた農産物を優先的に購入する。 

◇商品を購入する際は、その必要性をよく考えた上で、詰替商品や再生商品な

どの環境への負荷が小さいものを優先的に選択する。 

事業者 
◇環境負荷が尐ない製品・サービスを提供する。 

◇建設工事を行うときは、再生砕石などの再生材を積極的に利用する。 

市 

◇公共施設における緑のカーテン運動を更に推進し、建物の屋上や壁面で植物

を育てるとともに、写真展などの取組を通じて緑のカーテンの設置による効果

などを積極的にＰＲする。 

◇市民一人一人が節電を始めとした省エネルギー・省資源活動に取り組めるよ

う、市域の温室効果ガスの排出実態を把握した上で、エコライフデーなどの取

組を通じて、正しい情報を提供する。 

◇地元の農産物を販売する場を設けるなど地産地消を進める。 

 

主な取組 

地域における打ち水風景 
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【本市がこれまでに実施した取組】 

新座市エコライフデー 

 エコライフの更なる推進を呼び掛けるために、毎年１２月の第１日曜日をエコ

ライフデーとし、各家庭におけるエコライフの推進状況をチェックできる「新座

市エコライフデーチェックシート」を広報紙１２月号の同送品として配布してい

る。 

 このチェックシートの作成及び集計作業は、新座市環境保全協力員の会（エコ

ライフ部会）と本市との協働で行っている。 

 

「新座市エコライフデー」チェックシート 
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緑のカーテン 

 室内への真夏の強い日ざしを遮るために建物の壁面やベランダにネットを張

り、つる性の植物を這わせる「緑のカーテン」を設置している。 

年度（平成） 設置施設数 延べ設置幅（ｍ） 

１９ 市庁舎 ９ 

２０ 市庁舎、小中学校１７校 １００ 

２１ 市庁舎、小中学校１７校 １００ 

２２ 市庁舎、小中学校１８校 １０５ 

２３ 市庁舎、小中学校１８校 １６１ 

２４ 市庁舎、小中学校１６校 １８６ 

 

緑のカーテン写真展 

 緑のカーテンの写真を展示することで、市民や市内事業者に緑のカーテンの効

果を周知し、設置を呼び掛けている。 

年度（平成） 
出展者数

（人） 

２２ ８ 

２３ １４ 

２４ １５ 

 

 

 

市庁舎に設置した緑のカーテン 

緑のカーテン写真展 
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打ち水大作戦 

 地面にお風呂の残り湯や雨水をまくことで涼を得る打ち水の良さを再認識して

いただくため、毎年８月の１か月を推進期間として町内会や小中学校における打

ち水の実施を呼び掛けるとともに、市主催のイベントを開催している。 

年度（平成） 
イベント実施団体 

町内会 小中学校 計 

１８ ６ ３ ９ 

１９ １３ ２ １５ 

２０ ２５ ９ ３４ 

２１ １５ ６ ２１ 

２２ ２５ ７ ３２ 

２３ ２６ １０ ３６ 

２４ ２５ １０ ３５ 

 

エコオフィス活動 

 「環境にやさしいオフィス」を目指し、市庁舎などの公共施設では、省エネル

ギー、省資源及びリサイクルを推進するため、電気、燃料及び事務用紙の使用量

の削減や廃棄物の発生量の削減等に取り組んでいる。 

＜主な取組＞ 

 ・ 冷暖房時の室内温度を冷房時は２８度、暖房時は１８度とする。 

 ・ ノーカーデー（車を利用しない日）を設ける。 

 ・ エレベーターの利用を控え、できる限り階段を利用する。 

 ・ 外出時には、できる限り公共交通機関や公用自転車を利用する。 

 ・ 公用車の運行に当たっては、エコドライブやアイドリング・ストップを励

行する。 

 ・ 裏紙利用や両面印刷を徹底するなど紙類の使用量を抑制する。 

 ・ ＭｙボトルやＭｙはしを利用し、ごみの発生を抑制する。 
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２ 環境にやさしい交通手段の活用              
 
  できる限り車の利用を控え、公共交通機関や自転

車の利用を推進します。 

  また、車の購入・利用に当たっては、電気自動車

やハイブリッド自動車などの低公害車・低燃費車

を優先的に選択するとともに、環境への負荷を低

減するエコドライブを実践します。 

 

 

 

 

 

市民 

◇通勤や買い物でのマイカーの使用を控え、できる限り公共交通機関や自転

車を利用する。 

◇車を購入するときやレンタカーなどを利用するときは、電気自動車やハイ

ブリッド自動車を積極的に選ぶ。 

◇車を運転するときは、環境への負荷を最小限にとどめるため、タイヤの空

気圧を適正に保つとともに、急発進、急ブレーキを控えるなどエコドライブ

に努める。 

◇複数の利用者で特定の車を共有するカーシェアリングの活用を検討する。 

事業者 

◇商品などを効率良く配送、運搬をするとともに、できる限り自動車の利用

を控える。 

◇車を購入するときは、電気自動車やハイブリッド自動車などの低公害車・

低燃費車を積極的に選ぶ。 

◇車を運転するときは、環境への負荷を最小限にとどめるため、アイドリン

グストップを励行するなどエコドライブに努める。 

市 

◇電気自動車やハイブリッド自動車などの低公害車・低燃費車の導入、エコ

ドライブの推進、ノーカーデー（車を利用しない日）の実施などに率先して

取り組む。 

◇徒歩や自転車で移動しやすいまちを目指し、歩道等のバリアフリー化や自

転車駐車場の整備を図る。 

◇電車・バスを快適に利用できるまちを目指し、電車・バス事業者に対し輸

送力の強化、乗換機能の向上について働き掛けを行うとともに、都市高速鉄

道１２号線の延伸促進活動を行う。 

主な取組 

市内を循環する「にいバス」 
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【本市がこれまでに実施した取組】 

電気自動車用の急速充電施設の設置 

 走行時に温室効果ガスを排出せず、環境に

やさしい車として注目されている電気自動車

の普及促進を図るため、市役所本庁舎前に電

気自動車急速充電施設を設置し、平成２４年

５月から無料で開放している。 

 

 

 

 

 

低公害車・低燃費車の導入 

 公用車の買換え時に電気自動車などの低公害車・低燃費車を導入している。 

 ＜導入台数（平成２４年１１月末時点）＞ 

種類 台数 

電気自動車 １ 

ハイブリッド自動車 ３ 

天然ガス自動車 ２ 

軽自動車 ７３ 

 

市役所本庁舎前に設置した急速充電施設 
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３ エネルギー対策への取組                  
 
  高効率給湯器やＬＥＤ照明などを積極的に

利用した省エネルギー型のまちづくりを推進

します。 

  また、太陽光や太陽熱、水力、風力、バイ

オマス、地熱などの永続的な利用が可能な再

生可能エネルギーの利用を推進します。 

 

 

 

 

市民 

◇太陽光発電システムや太陽熱温水器など再生可能エネルギーを利用した設備

の導入を進める。 

◇日頃、節電・節水を始めとした省エネルギー・省資源行動を実践する。 

◇環境省が実施するうちエコ診断を受けることなどにより、エネルギーの使用

状況を把握し、日常生活におけるエネルギー消費量の削減に努める。 

◇家電製品などを購入する際は、省エネルギー型のものを選択するよう努め

る。 

◇住宅の新築、増改築に当たっては、断熱、採光、緑化などに配慮し、その省

エネルギー・省資源化に努める。 

事業者 

◇太陽光発電システムや太陽熱温水器など再生可能エネルギーを利用した設備

の導入を進める。 

◇新たな技術開発や社会情勢の変化などに応じ、その他の再生可能エネルギー

の研究・開発を進める。 

◇経済産業省が実施する省エネ診断を受けることなどにより、エネルギーの使

用状況を把握し、事業活動におけるエネルギー消費量の削減に努める。 

◇施設の改修に当たっては、ＬＥＤ照明や省エネルギー型の空調設備などを選

択するよう努める。 

◇事業所や工場の新築、増改築に当たっては、エネルギー効率の高い施設整備

に努める。 

市 

◇太陽光発電システムや高効率給湯器、ＬＥＤ照明などの設置費に対する補助

を行う。 

◇公共施設の新築、増改築に当たっては、２重サッシなどで冷暖房の効率を高

めるとともに、ＬＥＤ照明などの省エネルギー型設備を設置する。 

◇公共施設の新築、増改築に当たっては、その施設の特性を踏まえながら、太

陽光発電システムを導入する。 

◇新たな技術開発や社会情勢の変化などに応じ、太陽光以外の再生可能エネル

ギーを利用した設備の導入を進める。 

主な取組 大和田小学校に設置した太陽光発電システム 
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【本市がこれまでに実施した取組】 

公共施設への太陽光発電システムの設置 

年度（平成） 施設 発電容量（ｋＷ） 

９ 三軒屋公園前自転車駐車場 ７．５ 

１４ 大和田小学校 ２０．０ 

２１ 

けやきの家 ３．８ 

東野小学校 ２０．０ 

陣屋小学校 ２０．０ 

２３ 

栄五丁目集会所 ３．２ 

石神集会所 ３．１ 

野火止中集会所 ２．９ 

野火止放課後児童保育室 ３．０ 

公園便所 

（新座駅南口第２土地区画整理地内） 
０．２ 

２４ 

市営墓園 ５．４ 

野火止四丁目集会所 ３．０ 

ふるさと新座館 ３．２ 

第一保育園 ４．０ 

西堀保育園 ３．３ 

市民会館・中央図書館 １１．０ 

野寺小学校 ５．５ 

八石小学校 ４．５ 

※ 発電容量は、小数点以下２位で四捨五入しています。 
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太陽光発電システムを設置した市民等への補助制度 

＜制度概要（平成２５年３月現在）＞ 

補助対象 補助単価 上限金額 

住宅の所有者 

３万円/ｋＷ 
１０万円 

建売住宅の購入予定者 

賃貸共同住宅の所有者・ 

分譲共同住宅の管理組合等 

事業者 ２０万円 

＜実績＞ 

年度（平成） 補助件数 合計容量（ｋＷ） 補助金額（万円） 

１４ ２２ ６８ ６３９ 

１５ ２９ ９３ ８９８ 

１６ ３９ １２４ １，１６５ 

平成１７年度から平成２０年度までの間は補助事業を休止 

２１ ９０ ２８０ ４２８ 

２２ １６５ ５２６ ７９８ 

２３ １７４ ６０５ ８４２ 

合計 ５１９ １，６９６ ４，７７１ 

※ 千円以下を四捨五入をしているため、補助金額の合計は一致しません。 
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公共施設へのＬＥＤ照明の設置 

年度（平成） 施設 設置箇所数 

２２ 道路照明灯（野火止五丁目） １ 

２３ 

道路照明灯（野火止五丁目） １ 

道路照明灯（東二丁目） １０ 

西堀保育園 ３８ 

公園（新座駅南口第２土地区画整理地内） ５ 

街路灯（野火止用水本流付近） ２３ 

街路灯（野火止用水支流付近） １６ 

栄五丁目集会所 １８ 

石神集会所 ２０ 

野火止中集会所 ９ 

野寺親水公園 ３ 

２４ 

新座駅高架下公衆トイレ ７ 

道路照明灯（野寺二丁目） １ 

市営墓園 ３４ 

ふるさと新座館 １８２ 

第一保育園 ２７ 

野火止ふるさと広場 ２ 

生涯学習センター １９ 

市民会館・中央図書館 ５６３ 

中央公民館 ４３ 

東野小学校 ２ 

新座小学校 ２ 
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省エネルギー設備を設置した市民への補助制度 

＜制度概要（平成２５年３月現在）＞ 

補助対象設備 補助金額 

高効率給湯器 

エコジョーズ、エコフィール  １万円 

エコキュート         ２万円 

エコウィル          ２万円 

エネファーム         ２万円 

雨水貯留槽 
設置に要した額の２分の１ 

（上限１万円） 

ＬＥＤ照明 
５，０００円 

（５万円以上購入した場合） 

＜実績＞ 

・高効率給湯器 

年度（平成） 補助件数 補助金額（万円） 

２２ ２０１ ３４９ 

２３ １２５ ２２３ 

合計 ３２６ ５７２ 

・雨水貯留槽 

年度（平成） 補助件数 補助金額（万円） 

２２ １０ ８ 

２３ １２ １０ 

合計 ２２ １８ 

・ＬＥＤ照明 

 平成２４年度に補助制度を開始 
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４ ごみの発生抑制・再使用・再資源化              

 

  循環型社会の構築に向けて、大量にごみを発

生させるライフスタイルや事業内容を見直し、

リサイクル品などの地球にやさしい製品を積極

的に使用します。 

 

 

 

 

 

市民 

◇ごみの分別及び生ごみの水切りを徹底する。 

◇Ｍｙボトル、Ｍｙはし、エコバッグ等を利用し、使い捨て製品の利用を控え

る。 

◇環境にやさしい取組を実践しているお店を優先して利用するなど、環境に配

慮している人や事業所を応援する。 

事業者 

◇廃棄物の発生が尐ない製品・サービスを提供する。 

◇備品や事務用品等に故障や不具合が生じた場合は、修理するなど再使用に努

める。 

市 

◇使い捨てをしない、ごみの分別を徹底するなど地球にやさしい消費活動につ

いて、情報を提供する。 

◇物品の購入時や公共事業の実施時は、環境への負荷ができる限り小さいもの

を選ぶ。 

◇新たな技術開発や社会情勢の変化などに応じ、ごみの分別と資源化の方法を

検討する。 

◇再利用可能な品物の受渡しをあっせんする。 

 

主な取組 エコ・ショッピング会場の様子 
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【本市がこれまでに実施した取組】 

リサイクルマーケット 

 各家庭にある使用可能な品物をリサイクルするイベントを開催している。 

 また、市内小中学生を対象とした「ごみ減量啓発ポスター」及び「ごみ発生抑

制標語」の優秀賞の表彰と入選作品の展示を行っている。 

 

エコ・ショッピング 

 リサイクルマーケット来場者にマイ 

バッグの使用を呼び掛け、買物用ビニー

ル袋を利用しなかった場合に配られるポ

イントシールを貯めた来場者に景品を進

呈するイベントを開催している。 

 

 

「Ｍｙボトル運動」＆「Ｍｙはし運動」 

 職場や学校、外出先において自分の

水筒や箸を利用することによって、使

い捨ての割り箸や紙コップなどの使用

量を削減することを呼び掛けている。 
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５ 重点的な取組                        
 
  本章の１から４までに掲げた主な取組のうち、次のものを温室効果ガス排出量の削減

に向けた市民、事業者及び市が特に推進すべき重点的な取組とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境省が実施するうちエコ診断を受けることなどにより、エネル

ギーの使用状況を把握し、日常生活におけるエネルギー消費量の

削減に努める。 

市民 

経済産業省が実施する省エネ診断を受けることなどにより、エネ

ルギーの使用状況を把握し、事業活動におけるエネルギー消費量

の削減に努める。 

 

公共施設の新築、増改築に当たって、太陽光発電システムなどの

新エネルギー利用型設備やＬＥＤ照明などの省エネルギー型設備

を導入するとともに、住宅などにこうした設備を設置する費用に

対する補助を行う。 

事業者 

市 
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参考資料 
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１ 温室効果ガス排出量の算定方法 

 ⑴ 二酸化炭素（ＣＯ２）排出量の算定方法 
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 ⑵ メタン（ＣＨ４）排出量の算定方法 
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 ⑶ 一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）排出量の算定方法 
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 ⑷ ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）、パーフルオロカーボン（ＰＦＣ）、六フッ

化硫黄（ＳＦ６）排出量の算定方法 
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２ 温室効果ガス排出量の算定結果 

 ⑴ 新座市 
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 ⑵ 埼玉県 

 



55 
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３ 埼玉県が温室効果ガス排出量の算定に使用した文献 

 ４８ページから５０ページまでの［ ］内の数字は、次に掲げる文献を参考としている

ことを示します。 
 

［１］ 総合エネルギー統計（経済産業省） 

［２］ 生産農業所得統計（農林水産省） 

［３］ 事業所企業統計調査・経済センサス基礎調査（総務省） 

［４］ 埼玉県統計年鑑（埼玉県統計課） 

［５］ 工業統計調査調査結果（埼玉県統計課） 

［６］ 家計調査年報（家計収支編）（総務省） 

［７］ 埼玉県推計人口・世帯数（埼玉県統計課） 

［８］ ガス事業年報（資源エネルギー庁） 

［９］ 埼玉県温暖化対策課調査 

［１０］ 自動車輸送統計調査（国土交通省） 

［１１］ 鉄道統計年報（国土交通省） 

［１２］ セメント年鑑（株式会社セメント新聞社） 

［１３］ 一般廃棄物処理実態調査結果（環境省） 

［１４］ 埼玉県大気環境課調査 

［１５］ 作物統計（農林水産省） 

［１６］ ポケット肥料要覧（農林水産省消費・安全局農産安全管理課） 

［１７］ 日本国温室効果ガスインベントリ報告書（ＮＩＲ）（国立環境研究所 地球環境研究セ

ンター） 

［１８］ 医療施設調査（埼玉県医療政策課） 

 

※ 参考資料は、埼玉県市町村温室効果ガス排出量推計報告書（埼玉県温暖化対策課、埼玉県環境科

学国際センター、平成２４年７月）から引用したものです。 

 

 


